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はじめに 地方銀行過剰(オーバーバンキング)論について

◆菅首相「地方銀行の数が多すぎる」発言の背景

政権の目玉政策探しのなかで、なぜ地方銀行再編が焦点になったのか？

経済ブレーンの影響：D・アトキンソン(中小企業過剰論）、竹中平蔵

(不良債権処理の実績)、森信親(13年盛りペーパで地銀再編仕掛け)

「これで赤字になるような地銀は真面目にやっていない」菅発言日経2.4

19年日銀金融システムレポート：10年後に６割が最終赤字

・独占禁止法特例法施行(20年11月）と日銀と金融庁による再編加速策

「地域金融強化のための特別当座預金制度」

OHRの3年間での4％以上削減や経営統合を条件に日銀当座預金に対

して0.1％の上乗せ金利（マイナス金利政策の形骸化)

「資金交付制度」

経営統合しなければ経営破綻に追い込まれるのか？経営統合が地域金融の

機能強化をもたらすのか？地域金融機関の原点の喪失ではないのか？



◆日銀「特別当座預金制度」

当座預金への0.1％の金利上乗せで、年間400～500億円の支援額に

対象：地銀、信用金庫、信用組合、農業協同組合

日銀口座がないため中央機関を通じて支援

群馬銀やコンコルティアFGが経費削減に意欲 付利で12億円期待

＊マクロ政策担当の日銀がミクロ政策に踏み込むことの問題点

個別銀に補助金で合併誘導＆マイナス金利政策の形骸化

◆日経「地銀の未来をどう描く」12.17

遠藤前金融庁長官：菅首相の発言を受けて

「そのメッセージをきちんと着地させるのが行政の役割だ」

「地域を越えた地銀再編が経済圏づくりにつながる可能性がある」

「『もうからないのは日銀の金融政策のせいだ』という言い訳を地銀から

聞く。事業会社の経営者は業績不振を他人のせいにせず、もうからなけれ

ばビジネスモデルを変えようと一生懸命になる。地銀は資産に比べて株価

が低すぎることは株主に申し訳ないと思わないのか。意識を改めたい」

＊本来個別銀行の健全性維持のため日銀政策を是正する責任があるのでは



特別当座預金制度の概要

◆特別付利の要件

①地域経済の持続的な発展に貢献す

る方針であること。

②下記のいずれかを満たす

(ｱ)一定の経営基盤の強化を実現する

こと：こちらは実績ベース

経費削減率６％以上でも給付

(ｲ)経営統合等により経営基盤の強化

を図ること：こちらは経営統合の

機関決定と経営統合計画の確認

特別付利は、所用準備額を除く当

座預金残高に対して行う



◆金融庁「資金交付制度」：3分の1程度の補助

金融機能強化法に基づく国の資本参加に加えて時限的な支援措置

①合併・経営統合等は各地銀等の自主的な経営判断に基づくものであることを前提

に、地銀等からの申請に基づく制度とする。

②人口減少などにより特に経営環境の厳しい地域における貸出を含む利用者ニーズ

の高い基盤的な金融サービスの維持・強化を目的とする。このため、対象となる

地銀等は地域における貸出を含む利用者ニーズの高い基盤的な金融サービスの提

供において相当程度の役割を果たしており、他の機関ではその役割を代替できな

いと考えられる先とする。

③基盤的な金融サービス提供についての計画提出（原則5年）を求め、その実施状

況のモニタリングする仕組みとし、地銀等の救済を目的としたものではないこと

を明確にする。

④支援は、合併・経営統合等の抜本的な事業の見直しに伴い必要となる追加的な初

期コスト（システム統合費用等）の一部とし、経常的な経費への支援は行わない。

金融機関相互間の適正な競争環境を阻害しないか審査する。

⑤財源は、税財源（国の一般会計税収）を使用せず、預金保険機構の金融機能強化

勘定の利益剰余金（配当収入の内部留保分）を活用する。350億円



独占禁止法の特例法

◆長崎県の親和銀行(ふくおかFG)と十八銀行の合併問題がきっかけ

県内同士の地銀合併による独占形成(価格支配力）を公正取引委員会が

問題視(県内シェアが75％)

↓

地域の金融インフラ維持のため、条件付き（①基盤的サービスに係る収支

の悪化、②事業の改善が見込まれる、③利用者に不当な不利益がない）で

寡占状態を認める(10年の時限立法)。優越的な地位を利用して貸出金利を

不当に引き上げるなど顧客の不利益を招く行為を禁止する規程。

↑

そもそも銀行過剰下での過当競争でリスクに見合った適正な金利が徴収で

きないことが問題視された。経済的合理性を持った適正な金利水準の判断

や決定はそれぞれの銀行の権限であり、不当な金利引上げを借り手が証明

するのは不可能

↓

青森銀行(43%)とみちのく銀(29％)が第１号？

2019年に包括提携済み：ATMや事務の共同化



大門論文「菅政権に隷属する日本銀行」の確認

◆異次元の金融緩和政策とは何なのか？

デフレ克服と言いながら実は

①円安誘導 大企業と富裕層への利益供与

②株価引上げ 低金利と日銀信用膨張で金融資産の価格支持

ＥＴＦによる株投資 財政ファイナンスの拡大

ＧＰＩＦと日銀信用の動員 出口のない袋小路

マイナス金利政策も株価支持政策

金融機関の経営を圧迫：資金運用利回りの低下と利ざやの圧縮

逆ざや行や赤字行の発生と増大(経営基盤の毀損)

リバーサル金利の発生(金融仲介機能の低下)

上記金融政策の弊害を地銀の再編淘汰で解決しようとする菅政権への忖度

「地銀は、メガバンクの後追いをしたり、カードローンや証券投資による目

先の収益確保や、リストラや店舗廃止による経費削減ばかりを追いかけるの

ではなく、より地域に密着して地元企業を支え、地域産業の最高に貢献する

道をまっすぐ進んで欲しかった」93頁



日銀の金融政策の混迷と背景

マイナス金利政策のなし崩し的修正を図りつつ政権にすり寄る日銀？崩れてい
く政策の整合性と信頼性
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１．なぜ収益性が悪化したのか

◆銀行収益の悪化は「オーバーバンキング」が原因なのか？

銀行過剰論(数の過剰)の論理

①貸出金利低下を貸出量拡大でカバーする過当競争

低金利での貸出や越境貸出の拡大etc

②経営統合を行なえば銀行間の貸出競争が消滅する！適正な金利徴収

③銀行は規模の経済性が成立するので経営統合効果が大きい

↑

・量的緩和やマイナス金利政策が低金利での貸出拡大を促進しているので

あって、そもそも政策波及メカニズムとして想定

・量的緩和による長短金利のイールドカーブ圧縮が利ざや低下に拍車

・経営統合を行っても過剰資金の存在は変わらない。

マイナス金利がビジネスモデルを壊してしまった（朝日2.11)

↓

競争消滅＝独占による金利の価格決定権の強化

リスクに見合った金利(返済能力を無視した金利による金融排除)

借り手の多様な評価の衰退(情報生産能力の低下、目利き能力の喪失)

リレバン機能の強化とは逆ではないのか



そもそも銀行数が多いのか？

日本経済研究センター「コロナで加速する地銀の再編―地方圏で金融過剰度高く、
経営基盤強化が急務」(20.12.12）：規模、競争環境、非効率性指標で過剰度測定



◆朝日経済気象台「地銀再編は今必要な政策か」(11.18)

コロナ禍で膨らんだ債務「そんな時期に、痛みを伴う再編を地域金融機関

に迫ることが果たして適切なのだろうか。日銀の措置も筋が良いとは言えな

い。マイナス金利政策で金融機関を苦しめているのは当の日銀だ。プラス金

利にしてやるから再編しろと言われても金融機関は釈然としないだろう。・

マイナス金利政策の是非を検討する方が先ではないか。」

◆同「地銀支援の自作自演」(1.23)

「日銀の姿勢は、右手で異次元緩和のムチを打ち、左手で上乗せ金利のア

メをさし出す自作自演にみえる。まず金融政策を見直してほしいというの

が、銀行界の本音だろう」

◆日経経済教室「マイナス金利政策5年、市場に様々なゆがみ生む」1.27

深掘りされなかった事実 加藤出

「この事実は、金利が日本での実際上のリバーサルレート（弊害が効用を

上回る金利水準）に到達していることを意味している。」

「金融機関の再編が進み、個人の預金へのマイナス金利適用が可能になれ

ば、預金者にとっては預金課税も同じだ」



少子高齢化は銀行過剰を必然的にもたらすのか？

◆少子高齢化＝生産年齢人口減少とそれに連動した中小企業数の減少が資金

需要低下を結果し、銀行収益低下を招くというのが金融庁・日銀の主張

中小企業向け貸出残高と生産年齢人口との間には安定的比例関係が成立

↓

2030年には中小企業向け貸出残高が40～50％減少する都道府県が10超！

潜在的成長力＝労働力×生産性×全要素生産性

↓

生産年齢人口の減少そのものは労働参加率の拡大や生産性上昇等によって

カバーできれば経済成長は実現する。資金需要を決定するのは経済成長

(経済規模の拡大)であり、少子高齢化そのものに日本経済の停滞の原因を

帰することは出来ない。一極集中・富の集中による貧困格差・地域間格差

の拡大を推進する政策こそ地域経済(中小企業）の衰退をもたらしている



コア業務純益でも赤字行増大？

◆「本業赤字」に留まらずコア業務

純益でも赤字行が増えると警鐘を鳴

らすが・・・

「各都道府県の生産年齢人口の推移

を参考」に注記するのみで詳細は不

明。

↓

コア業務純益の減少率と生産年齢

人口の減少率の「正の相関関係」の

トレンドがそのまま継続したとした

らという金融庁と同様の手法？



２．経営統合は地域金融を強化するのか？

◆経営統合推進策の問題点：OHRを基準にした再編策の推進

経 費 業務粗利益が低下する中でOHRを削減するには

業務粗利益 より大きな経費削減の圧力がかかることに

＊経費率削減を上回る貸出金利低下が利ざや圧縮を招いて来た！

①資金運用利回り(貸出金利と証券運用)低下のため手数料収入アップ圧力

各種手数料アップと小切手帳や口座維持の有料化などなど

②リスクに見合った金利による貸出金利アップやよりリスキーな証券運用

③人件費と物件費削減への傾斜（店舗数の削減や顧客対応スタッフの削減、

フィンテックの活用などなど。合併効果の活用は机上の空論では）

④業務の再編 機能別・規模別店舗への再編成(担当エリアの広域化）

ＡＩを活用した審査やモニタリング、評価

⇒地域密着型金融、定性的情報生産に基づく評価、金融インフラとし

ての低廉で多様な金融サービスの提供を衰退させていく危険性





手数料徴収の動きの背景



◆日経「号砲 地銀再編」(12.4）

森俊彦金融庁参与：「再編ありきの議論は危うい」「本来すべきことは再

編ではない。・・中小企業の事業を見極め、短時間で融資できる体制に

ならないまま事業性評価シートの作成に時間をかけていては経費削減に

つながらない」「合併や経営統合の前に業務提携の道もある。統合を目

的にすると地域企業の支援がおろそかになる」

◆日経経済教室12.1「再編より審査・監視能力強化」（鹿野嘉昭)

業務純益率と預貸率には正の相関関係で、業務純益率は銀行ごとのばら

つきが大きい⇒地銀再編が直ちに収益力向上につながるとは言えない

「単に銀行数が多いことを根拠にして、再編を議論するのはやや早計」

情報生産機能の低下が収益力低下の原因の可能性

同「経営統合の質 低下の懸念も」（小野有人）

規模の経済性を前提にした経費削減への期待や「価格支配力の上昇を通

じ収入が増える」ことも・・「内外の実証研究では、経営統合が収益力

の向上につながらなかったとの結果を示すものも多い」

規模の経済性の限定、専門性の希薄化による範囲の不経済



この間の経費削減で何が起きて来たのか？

◆地銀再編は成功しているのか？何を現実にはもたらしているのか？

①持ち株会社形式での経営統合

②合併による経営統合

③業務提携の推進：店舗の共同利用やシステムの共有、金融サービスの連

携

④証券会社等との提携による総合的な金融サービス提供や資産運用強化

↓

そもそも欧米銀の収益率(ROE）を基準にして地方銀行の収益性の高低を評価

するのは間違っている。

地域密着(エリア限定）で定性的情報生産(労働集約的)を基礎に中小企業

金融（規模の経済性の制限）を担う地方銀行にとって、本来の機能を強

化するためには一定の店舗網の展開と人員配置が必要であり経費がかか

る。収益性が低いことを持って経営努力を怠っているという評価は、株

主視点の評価と言える。

⇒地域内資金循環の衰退？



◆銀行の業務再編を巡る動き

・福井銀が福邦銀に出資(1.14)。子会社化で１県１グループ型の再編で重複

業務の整理。情報系システム統合と店舗の共同化。特例法の申請

・ふくおかFGがデジタル銀「みんなの銀行」新設(5月):クラウドベースで立

ち上げ、キャッシュカードや通帳は発行せず、スマホのアプリから預金

や貸し越し、資産運用の金融サービスを消費者向けに展開。企業の金融

サービス提供の代行業務も展望。

・全銀システムのフィンテック企業への解放(22年度)で銀行への振込手数料

が不要に

・あおぞら銀と鳥取銀が地方創生分野で業務提携（事業再生やM＆A支援）

・南都銀は20年に全店舗の２割の30店舗を削減。山陰合同銀も山陰地方の

４分の１の33拠点を統廃合。常陽銀は自ら商圏分析や輸送手配といった

商社機能を担うことで企業支援

・SBIホールディングスの「第４のメガバンク構想」：資産運用ノウハウと

共通システムの提供を通じた業務提携。証券会社と地銀の業務提携。

・四国アライアンス：共同で地域商社を設立し販路拡大で協力



・静岡銀と山梨銀の包括業務提携(20年10月28日公表)

5年で100億円の提携効果を想定

店舗の相互利用と静銀のG企業の山梨銀の活用

静岡銀「経営統合や再編は店舗や人員の削減を伴うことで地域に対する

サービスを下げ、風評リスクを招く。業務やシステム、引き当ての

基準が違う。統合というのはものすごくパワーがいる」

・静岡銀と三島信金が共同店舗（河津）

・山口FGやみちのく銀、沖縄銀、福邦銀、島根銀の地銀７行が、コンサル会

社RCGと連携し、海外企業とオンライン商談システム構築

・親和銀と十八銀の合併で185営業拠点の統廃合で114拠点に削減計画

・りそなHD、スマホ向けアプリのシステム（振込や投資信託の購入など）を

地銀に販売。めぶきFGが導入予定

・新生銀とマネックスが証券分野で包括提携(1.27)

・三島信金、平日休業・営業時間短縮で店舗数は減らさないコスト削減

49店舗網を19の母店エリア制に移行

・三菱UFJ銀、未利用口座から手数料徴収へ。三井住友銀では通帳も有料化

横浜銀も通帳有料化。常陽銀と静岡銀は未利用口座から手数料

・銀行店舗、機能別に再編：りそなとみずほ、エリア内で中核店と個人店に



SBIの第4のメガバンク構想

◆SBIの地銀への資本参加と業務提携

島根、福島、筑邦、清水、東和、き

らやか、仙台

・SBI―島根銀

資金運用をSBIが一括、投資信託の

窓口販売もSBI 黒字に転換

・SBI－じもとHD（きらやか銀、仙台

銀）の資本業務提携

17％出資で共同設立のファンドで

取引先企業支援。資産運用の高度

化も支援

・SBIー清水銀 地銀初の共同店舗開

始「SBIマネープラザ浜松」

仕組み債を中心に販売



SBIと島根銀の業務提携について



３．「本業赤字」という評価は正確なのか？

◆金融庁並びに日銀が、地方銀行の存続性が危ういとする根拠は正確なの

か？なぜ「本業赤字」なるもので経営の存続可能性を判断するのか？

＊「平成27年度事務年度金融レポート」(2016年9月)～

顧客向けサービス業務の収支（本業収益）での評価

本業収益：貸出金利収入＋役務等利益－経費

↑

有価証券運用収益が抜けており、コア業務純益とは異なる物差しだが

↓

「平成29年度事務年度金融行政方針」

「将来的には淘汰される金融機関が出現したり、地域によっては金融サー

ビスを提供する地元の金融機関がなくなる可能性」

「地域金融の課題と競争のあり方」(2018年4月）

「複数行での持続的な競争が可能でない地域が生じる。地域からの収益の

減少がさらに進めば、一行単独であっても不採算な地域が発生する」



４．地銀再編の狙いは何か

◆成長戦略と地銀再編論

新陳代謝低下が創業率低下の原因：新陳代謝活性化への金融機能発揮

中小企業の収益性を向上させる金融機能の発揮

↓

金融審議会「我が国金融業の中長期的な在り方について」(2012.5)

新陳代謝を促進する金融機能発揮のために「金融機関の経営基盤を規模・

機能両面において拡充することが不可欠・・他の金融機関との間で統合・再

編や連携・提携を進めることも有効な選択肢」

↓

経営統合で強化された経営基盤が不良債権処理推進に振り向けられること

で地域の中小企業の再編淘汰を促進することになる。

◆地方銀行は上場する意義はあるのか？

株価や配当維持のための収益性向上への圧力：何のための経費削減なの

か：経営統合への補助金が配当金となることは株主への補助金



誰のための経営基盤強化か？



◆地域密着型の持続可能なビジネス

モデルと非上場化

「現在、地銀の多くが上場している

が、非上場化を通じてより地域経済

に関係の深い安定的な株主構成が実

現されれば、地域密着型の持続可能
なビジネスモデルの構築に資すると

の指摘がある」21頁

＊地銀102行中、非上場は8行のみ

＊収益力低下にも関わらず安定配当

を重視する結果、配当性向が上昇

↓

「上場企業として求められる利益水

準の維持が困難な地銀の場合、非上

場化によって収益目標を引き下げる

ことも一案」21頁19年度決算での配当金総額は1971億
円で配当性向33％となる。



終わりに コロナ禍を乗り越えるために必要なことは

◆コロナ禍対応で中小企業向け融資が拡大し、その不良債権化で信用コスト

上昇が予想される中で、経費削減を中心とした経営統合策を推進すること

は一層の経済的悪化を促進する危険性が高い

①日銀の異常な金融緩和政策の副作用としての収益悪化に対してこそ補助

金等の財政的支援策が必要

②コロナ禍関連での中小企業経営の悪化に対する支援を通じて不良債権化

を防ぐ対策が必要であり、増大した信用コストに対しても支援を行う

③経営統合が唯一の選択肢なのか？

金融審議会「銀行制度等WG報告―経済を力強く支える金融機能の強化

に向けて」 2020年12月⇒21年通常国会で法案

持続可能なビジネスモデル構築に向けて

・業務範囲規制の見直し：デジタル化や地方創生に資する業務

システム販売、データ分析・広告、人材派遣など8分野

・出資規制の緩和（出資比率と範囲）地域活性化事業が100％

・銀行代理業等の規制緩和：一般事業者への貸付業務の委託



金融審議会の提案の混乱？

地域密着の金融機能を発揮できる自由度を与えたほうが効果的ではないのか？


